筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項
平成２８年４月２６日
市告示第８９号
〔最終改正〕令和３年３月１６日
市告示第２８号
（趣旨）
第１条　この要項は、本市の区域内の空き店舗等の利活用を促進し、本市の商業の振興及び活性化を図るため、新規出店者に対し、市予算の範囲内で筑西市空き店舗等活用事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し必要な事項を定めるものとする。
（定義）
第２条　この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
⑴　空き店舗等　　市街化区域内に存する過去に店舗として利用していた建物（以下「空き店舗」という。）の全部若しくは一部又は空き地等（筑西市空き地等の環境保全に関する条例（平成１７年条例第１１８号）第２条第１号に規定する空き地等をいう。）であって、原則として、３月以上（商業地域又は近隣商業地域にあっては、１月以上）継続して商業活動を行っていない状態にあるものをいう。
⑵　市街化区域　　本市の区域内に存する地域のうち、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第７条第１項に規定する市街化区域（工業専用地域を除く。）その他市長が認める地域をいう。
⑶　商業地域　　市街化区域のうち、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる商業地域をいう。
⑷　近隣商業地域　　市街化区域のうち、都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地域をいう。
⑸　新規出店者　　空き店舗等において営業を開始しようとする中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に規定する中小企業者又は個人事業主であって、統計法（平成１９年法律第５３号）第２条第９項に規定する統計基準として設定された日本標準産業分類に定める産業分類のうち、小売業、飲食店、医療又は福祉に係る事業、教育又は学習支援業、生活関連サービス業、娯楽業、物品賃貸業その他市長が認める事業を新たに営もうとする者又は既に当該事業を営んでいる者（次のいずれかに該当する者を除く。）をいう。
ア　当該営業が風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）の規定による営業に該当する者
イ　新規出店者（法人にあっては、実質的にその経営に関与している者又は当該法人の業務に係る契約を締結する権限を有する者（以下「役員等」という。）を含む。）及びその従業員が筑西市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第１号から第３号までの規定に該当する者又は当該該当する者と社会通念上不適当と認められる関係を有している者
ウ　当該空き店舗等を所有している者（以下「店舗所有者」という。）（法人にあっては、役員等を含む。）
エ　店舗所有者と生計を一にする者又は店舗所有者の２親等以内の親族である者（法人にあっては、役員等を含む。）
オ　週５日以上営業し、かつ、１年以上営業できる見込みのない者
カ　市町村民税を滞納している者
キ　本市の区域内において現に営業している店舗から空き店舗等に移転しようとする場合において、当該営業している店舗が空き店舗等となる者
ク　アからキまでに掲げるもののほか市長が新規出店者として不適当と認める事実がある者
（補助対象事業）
第２条の２　この要項により補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に掲げる事業の区分に応じ、当該各号に定める内容とする。
⑴　空き店舗改装事業　　新規出店者が空き店舗において営業を開始するための当該空き店舗の内装、外装、設備等に係る工事（駐車場の整備等に係る工事を除き、かつ、当該年度内に完了する工事であって、本市の区域内に本店その他事業の拠点を置く事業者が行う工事に限る。以下「改装工事」という。）を行う事業をいう。
⑵　空き店舗等賃借事業　　新規出店者が空き店舗等において営業を開始するために当該空き店舗等について賃貸借契約（来客者用駐車場に係るものを含む。）を締結する事業をいう。
２　補助対象事業は、国、県その他の団体の補助金又は本市の他の補助金の交付を受ける事業を除く。
（補助対象者）
第３条　この要項により補助金の交付の対象となる者は、新規出店者であって、次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める者とする。
⑴　空き店舗等改装事業　　第４条第１項の規定による申請の日において営業を開始しようとする空き店舗について購入し、又は賃貸借契約を締結した者であって、第５条第１項の規定による補助金の交付決定を受ける前に改装工事をしないことが明らかであるもの
⑵　空き店舗等賃借事業　　第４条第１項の規定による申請の日前に空き店舗等の賃貸借契約を締結している者（現に当該空き店舗等において営業を開始していないものに限る。）
（補助対象経費）
第３条の２　この要項により補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める経費とする。
⑴　空き店舗改装事業　　改装工事の費用（消耗品等に係る費用を除く。以下「改装費」という。）
⑵　空き店舗等賃借事業　　賃借料（共益費、敷金、礼金等を除く。）
（補助金の額等）
第３条の３　この要項による補助金の額は、次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。
⑴　空き店舗改装事業　　補助対象経費に２分の１を乗じて得た額又は５０万円のいずれか少ない額
⑵　空き店舗等賃借事業　　補助対象経費に２分の１を乗じて得た額又は月額５万円のいずれか少ない額
２　前項の規定による補助金の額に１円未満の端数が生じるときは、これを切り捨てるものとする。
３　補助金の交付は、一の第３条の規定により補助金の交付の対象となる者が、一の年度（第２号に掲げる事業にあっては、同号に定める期間が満了するまでの間）につき補助対象事業のうちいずれか一の事業、かつ、次の各号に掲げる補助対象事業の区分に応じ、当該各号に定める範囲に限り受けることができる。
⑴　空き店舗改装事業　　１回
⑵　空き店舗等賃借事業　　賃借料を最初に支払った日の属する月の翌月の末日又は当該空き店舗等において営業を開始した日の属する月の翌月の末日のいずれか遅い日から１年を経過する日までの期間
（補助金の交付申請）
第４条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、空き店舗等活用事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。
⑴　事業計画書
⑵　空き店舗を購入したことを証する書類又は空き店舗等の賃貸借契約書の写し
⑶　改装費の見積書の写し（空き店舗改装事業に係る申請に限る。）
⑷　空き店舗等の写真及び案内図
⑸　個人事業主にあっては住民票の写し、法人にあっては定款及び登記事項証明書又はこれらに準じる書類
⑹　市町村税納税証明書（完納証明書）
⑺　前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類
２　前項の規定は、次条第１項の規定により空き店舗等賃借事業に係る補助金の交付の決定を受けた者が当該決定を受けた日の属する年度の翌年度に継続して当該補助金の交付を受けようとする場合について準用する。この場合において、「空き店舗等活用事業補助金交付申請書」とあるのは「交付を受けようとする年度の最初の月の初日から起算して２０日以内に空き店舗等活用事業補助金継続交付申請書」と、「次に掲げる書類」とあるのは「次の各号に掲げる書類のうち、市長が必要と認める書類」とする。
（補助金の交付決定等）
第５条　市長は、前条第１項の申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、交付の可否を決定のうえ、空き店舗等活用事業補助金交付・不交付決定通知書（様式第２号）を当該申請者に交付するものとする。
２　市長は、前項の規定による交付決定に際し、補助金の交付の目的を達成するために必要な条件を付することができる。
３　前２項の規定は、前条第２項において準用する同条第１項の規定による申請に係る補助金の交付決定について準用する。この場合において、同項中「空き店舗等活用事業補助金交付・不交付決定通知書」とあるのは「空き店舗等活用事業補助金継続交付・不交付決定通知書」とする。
（概算払）
第６条　市長は、補助金の交付の目的を達成するために必要と認めるときは、前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）（空き店舗改装事業に係る補助金の交付を受けた者に限る。次項及び第１０条第２項において同じ。）の請求により、補助金の額の全部又は一部を概算払により交付することができる。
２　補助事業者は、前項の規定により補助金の概算払を受けようとするときは、空き店舗等活用事業補助金概算払請求書（様式第３号）を市長に提出しなければならない。
（事業内容の変更）
第７条　補助事業者は、第５条第１項の規定による補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の内容を変更しようとするときは、あらかじめ空き店舗等活用事業内容変更承認申請書（様式第４号）により、次に掲げる書類を添えて市長に提出し、承認を受けなければならない。
⑴　変更事業計画書
⑵　変更後の空き店舗等の賃貸借契約書の写し（空き店舗等賃借事業に係る変更に限る。）
⑶　変更改装費見積書の写し（空き店舗改装事業に係る変更に限る。）
⑷　前３号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類
２　市長は、前項の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、空き店舗等活用事業内容変更承認通知書（様式第５号）により補助事業者に通知するものとする。
（実績報告）
第８条　補助事業者は、補助事業が完了したときは、空き店舗等活用事業実績報告書（様式第６号）に次に掲げる関係書類のうち、市長が必要と認める書類を添えて補助事業が完了した日から起算して２０日を経過した日又は当該年度の３月３１日のいずれか早い日までに市長に報告しなければならない。
⑴　収支決算書
⑵　改装費に係る請求書の写し（空き店舗改装事業の完了に限る。）
⑶　補助対象経費に係る領収書又は支払を証する書類の写し
⑷　営業を開始したことを証する書類の写し
⑸　写真（工事中間、完成時、営業活動中等のもの）
⑹　前各号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類
２　前項の規定にかかわらず、補助事業者（空き店舗等賃借事業に係る補助金の交付を受けた者に限る。）は、３月ごとに次の各号のいずれかの方法により市長に報告をするものとする。
⑴　前項の実績報告書に同項各号に規定する書類のうち市長が必要と認める書類を添えて提出する方法
⑵　当該補助事業の補助対象経費に係る領収書又は支払を証する書類の写しを市長に提出する方法
３　補助事業が交付の決定を受けた日の属する年度以後の年度も継続するときは、前２項の規定にかかわらず、当該年度分の実績については当該年度の３月３１日までに第１項に規定する報告を行わなければならない。
（補助金の額の確定）
第９条　市長は、前条の実績報告を受けたときは、速やかに補助事業の内容を審査するとともに、必要と認めるときは必要な調査を実施し、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、空き店舗等活用事業補助金交付額確定通知書（様式第７号）により、補助事業者に通知するものとする。
（補助金の請求等）
第１０条　補助事業者は、前条の通知を受けたときは、空き店舗等活用事業補助金交付請求書（様式第８号）により、速やかに市長に補助金の交付を請求するものとする。
２　第６条の規定により補助金の概算払を受けた補助事業者は、前条の通知を受けたときは、空き店舗等活用事業補助金概算払精算書（様式第９号）により、速やかに補助金の精算をしなければならない。
（補助金交付決定の取消し）
第１１条　市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付決定を取り消すことができる。
⑴　偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。
⑵　この要項又はこの要項に基づく市長の指示に違反したとき。
⑶　前２号に掲げるもののほか補助金を交付することを不適当と認める事実があったとき。
（補助金の返還）
第１２条　市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、納期限を定めて、その返還を命じなければならない。
（関係書類の保存等）
第１３条　補助事業者は、補助事業に係る収入支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を整備し、補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から起算して５年間これを保存しなければならない。
（補則）
第１４条　この要項に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。
附　則
この告示は、公布の日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。
附　則　〔最終改正：令和３年市告示第２８号〕
（施行期日）
１　この告示は、令和３年４月１日（以下「施行の日」という。）から施行する。

（経過措置）

２　この告示による改正前の筑西市商業地域空き店舗等活用事業補助金交付要項（以下「旧要項」という。）第５条第５項の規定により空き店舗等賃借料補助事業に係る補助金の交付を受けた者が令和３年度において引き続き補助金の交付を受けようとする場合における申請に係る旧要項の規定は、施行の日以後も、なおその効力を有する。

３　この告示の規定にかかわらず、施行の日前に作成された旧要項の規定による各様式については、当分の間、所要の補正を施し、なお使用することができる。

様式第１号（第４条関係）
	空き店舗等活用事業補助金（継続）交付申請書

	年　　月　　日

筑西市長　　様

（申請者）住所（所在地）

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号

補助金の（継続）交付を受けたいので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第４条第１項（第４条第２項において準用する同条第１項）の規定により、次のとおり申請します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	空き店舗等の所在地
	

	店舗等の名称
	

	事業の開始予定日
	年　　月　　日

	空き店舗等の区分
	賃貸借（□空き店舗　□空き地等）　・　購入

	空き店舗等の
賃貸借契約日又は購入日
	年　　月　　日

	改
装
事
業
	予定改装期間
	年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	
	改装費見積額(税抜)
	円

	
	補助金交付申請額
	円

	賃
借
事
業
	対象賃借料の月額
	円

	
	補助金交付申請月額
	円

	
	補助金交付申請期間
	　　　　年　　月分から　　　　年　　月分まで（１２か月）

	
	
	（当該年度申請期間）

　　　　年　　月分から　　　　年　　月分まで（　　か月）

	添付書類
	１　事業計画書

２　空き店舗を購入したことを証する書類又は空き店舗等の賃貸借契約書の写し

３　改装費見積書の写し（空き店舗改装事業に限る。）

４　空き店舗等の写真及び案内図

５　個人事業主にあっては住民票の写し、法人にあっては定款及び登記事項証明書又はこれらに準じる書類

６　市町村税納税証明書(完納証明書)

７　その他


様式第２号（第５条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

空き店舗等活用事業補助金（継続）交付・不交付決定通知書

（申請者）

　　　　　様

筑西市長　　印

　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助金について　（継続）交付　・　不交付　とすることと決定したので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第５条第１項（第５条第３項において準用する同条第１項）の規定により、次のとおり通知します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	店舗等の名称
	


１　交付に関する事項

	補助金交付決定額
	円

（　　　年　月分から　　　年　月分まで　計　月×　　　　　円／月）

	附帯条件
	


２　不交付に関する事項
	不交付の理由
	

	備　　考
	


様式第３号（第６条関係）

	空き店舗等活用事業補助金概算払請求書

	年　　月　　日

筑西市長　　様

（補助事業者）住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付決定のあった補助金について概算払を受けたいので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第６条第２項の規定により、次のとおり請求します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業

	店舗等の名称
	

	補助金交付決定額
	円

	概算払請求額
	円

	
	金融機関名
	
	支店等名
	

	
	種　類
	普通　・　当座

	振込先
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	

	備　　考
	


様式第４号（第７条関係）

	空き店舗等活用事業内容変更承認申請書

	年　　月　　日

筑西市長　　様

（補助事業者）住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付決定のあった補助事業の内容について、次のとおり変更したいので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第７条第１項の規定により申請します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	店舗等の名称
	

	変更する内容
	

	変更する理由
	

	添付書類
	１　変更事業計画書

２　変更後の空き店舗等の賃貸借契約書の写し（空き店舗等賃借事業に係る変更に限る。）

３　変更改装費見積書の写し（空き店舗改装事業に係る変更に限る。）

４　その他

	備　　考
	


様式第５号（第７条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日
空き店舗等活用事業内容変更承認通知書
（補助事業者）
　　　　　　　様

筑西市長　　印
　　　　年　　月　　日付けで申請のあった補助事業の内容の変更について次のとおり承認するので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第７条第２項の規定により通知します。
	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	店舗等の名称
	

	事業内容
	

	補助金
交付決定額
	既交付
決定額
	円
（　　　年　月から　　　年　月まで　計　月×　　　円／月）

	
	今回
交付決定額
	円
（　　　年　月から　　　年　月まで　計　月×　　　円／月）

	備　　考
	


様式第６号（第８条関係）
	空き店舗等活用事業実績報告書

	年　　月　　日
筑西市長　　様

（補助事業者）住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付決定のあった補助事業を完了したので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第８条の規定により、次のとおり報告します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	空き店舗等の所在地
	

	店舗等の名称
	

	事業開始日
	年　　月　　日

	改装の期間
	　　　　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	補助金交付決定額

(注)
	円

（　　　年　月分から　　　年　月分まで　計　月×　　　　　円／月）

	補助事業の実施による成果又は見込める効果
	

	添付書類
	１　収支決算書

２　改装費請求書の写し（空き店舗改装事業に限る。）

３　補助対象経費の領収書又は支払を証する書類の写し

(例)　領収書、預金通帳、振込通知等の写し

４　営業を開始したことを証する書類

５　写真（工事中間、完成時、営業活動中等のもの）

６　その他

	備　　考
	


(注)　空き店舗等賃借事業について補助金の交付を受けた者のうち、３月ごとに実績報告書を提出することとした者は、当該３月分（当該３月分が年度をまたぐ場合にあっては、当該年度に属する月分まで）の額を記入してください。

様式第７号（第９条関係）

第　　　　　号

年　　月　　日

空き店舗等活用事業補助金交付額確定通知書

（補助事業者）

　　　　　　　様

筑西市長　　印

　　　　年　　月　　日付けで実績報告のあった補助事業について、補助金の交付額を確定したので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第９条の規定により、次のとおり通知します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	店舗等の名称
	

	補助金交付決定額
	円

（　　　年　月分～　　　年　月分　計　月×　　　　　円／月）

	補助金交付確定額
	円

（　　　年　月分～　　　年　月分　計　月×　　　　　円／月）

	付　　記
	１　空き店舗等活用事業補助金交付請求書（様式第８号）により、速やかに補助金の交付を請求してください。

２　補助金の概算払を受けている場合は、空き店舗等活用事業補助金概算払精算書（様式第９号）により速やかに補助金の精算をしてください。

	備　　考
	


様式第８号（第１０条関係）

	空き店舗等活用事業補助金交付請求書

	年　　月　　日
筑西市長　　様

（補助事業者）住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付額確定通知を受けた補助金の交付を受けたいので、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第１０条第１項の規定により、次のとおり請求します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業　・　空き店舗等賃借事業

	店舗等の名称
	

	補助金交付確定額
	円

（　　　年　月分～　　　年　月分　計　月×　　　　　円／月）

	補助金交付請求額
	円

（　　　年　月分～　　　年　月分　計　月×　　　　　円／月）

	
	金融機関名
	
	支店等名
	

	
	種　類
	普通　・　当座

	振込先
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	

	備　　考
	


様式第９号（第１０条関係）

	空き店舗等活用事業補助金概算払精算書

	年　　月　　日
筑西市長　　様

（補助事業者）住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名（団体名及び代表者名）　　　　　　　　　印

電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　年　　月　　日付け　　　　第　　　号で交付額確定通知を受けた補助金について、筑西市空き店舗等活用事業補助金交付要項第１０条第２項の規定により、次のとおり精算します。

	事業の名称
	空き店舗改装事業

	店舗等の名称
	

	補助金交付確定額
	円

	概算払受領済額
	円

	精
算
額
	追加請求額
	円

	
	返納額
	円

	
	金融機関名
	
	支店等名
	

	
	種　類
	普通　・　当座

	振込先
	口座番号
	

	
	フリガナ
	

	
	口座名義
	

	備　　考
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